
「地上デジタル放送難視地区対策計画（第４版）」の概要①

○ 平成２２（２０１０）年末までに約１９，０００地区について電波の実測調査を実施し、新たな難視として約２８．９万世帯
（ 地区）を特定 うち 約 万世帯（ 地区）に いて対策計画策定（計画策定率約 ）

（別添２）

（１４，０７４地区）を特定。うち、約２８．６万世帯（１３，９９５地区）について対策計画策定（計画策定率約９９％）。

○ 今後、視聴者等から難視であると申告のあった地区を中心に調査を継続。

○ この他、デジタル化困難共聴施設や区域外波の受信困難地区について掲載。

１ 新たな難視地区の特定・対策計画策定状況

調査地区数

新たな難視地区数
(※１)

対策手法別内訳対策計画策定数
調査地区数

（現地において電波の
実測調査を実施）

１４,０７４地区
（約２８．９万世帯）

①中継局の設置
１，１３６地区〔２２７局所〕

（約１０．７万世帯）

②共聴施設新設
２，６１６地区

（約５．７万世帯）

１３,９９５地区
（約２８．６万世帯）

１９，３６５地区

新たな難視ではないと
判明した地区数（※２）

５ ２９１地区

③ＣＡＴＶ加入
２，７６７地区

（約４．０万世帯）

④高性能アンテナ
対策

４，１０３地区
（約３．７万世帯）

⑤（仮）衛星対策 地区

検討中

７９地区
（約０．３万世帯）

５，２９１地区
⑤（仮）衛星対策

（※３）
３，３７３地区

（約４．５万世帯）
〔対策状況〕

対策完了
23,445世帯
〔8.1％〕

〔参考：これまでの新たな難視地区の特定・対策計画策定状況〕
※１ 新たな難視とは電波の特性の違い等により、アナログ放送は

受信可能であるが、デジタル放送は受信困難となる地区

※2 「新たな難視ではないと判明した地区」は、デジタル放送の

新たな難視地区数 対策計画策定数

対策計画（初版）
（Ｈ２１年 ７月末現在）

３，２３０地区
（約８ ２万世帯）

１４０地区
（約０ ８万世帯）

良視地区のほか、受信世帯がない地区、ケーブル／共聴施
設による受信地区を含む。

※３ 暫定対策であり、平成２７（２０１５）年３月までの間で共聴新
設等の恒久的な対策を実施することとなるもの

（Ｈ２１年 ７月末現在） （約８．２万世帯） （約０．８万世帯）

対策計画（第2版）
（Ｈ２１年１２月末現在）

４，９０６地区
（約１３．０万世帯）

５３８地区
（約３．３万世帯）

対策計画（第3版）
（Ｈ２２年 ７月末現在）

９，７４５地区
（約２２．０万世帯）

４，３２６地区
（約１３．９万世帯）



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第４版）」の概要②

２ デジタル化困難共聴施設の特定・対策計画策定状況

対策施設数（※１）

〔全施設対策計画策定済〕 対策完了 １２１施設（約０．９万世帯）

〔対策実施状況〕

６１４施設
（約２．３万世帯）

アナログ放送停波
までに対策完了予定

２００施設（約０．７万世帯）

暫定的難視対策
（衛星放送）

２９３施設（約０．７万世帯）

（※１）受信点からヘッドエンドまでの伝送路整備の試算が８００万円／施設を超える自主共聴施設並びにデジタル化改修
が技術的・経費的困難性から現時点でアナログ放送終了前にデジタル化対応の目途がたたない自主共聴施設及び
ＮＨＫ共聴施設（日本放送協会と地元視聴者が共同して設置し運営する共聴施設）の合計施設数

３ 区域外波の受信困難地区の特定・対策計画策定状況３ 区域外波の受信困難地区の特定・対策計画策定状況

県別 対策計画策定数

民放１波地域（※２）

徳島県 ９７地区（３ １万世帯）徳島県 ９７地区（３．１万世帯）

佐賀県 ２１５地区（０．８万世帯）

その他地域（※３）

静岡県 ４９地区（０．１万世帯）

山梨県 ２１地区（０．１万世帯）

香川県 ３地区（０．１万世帯）

愛媛県 １地区（０．１万世帯）

宮崎県 ６地区（０．１万世帯）

（※２） 第２版までは概況調査の結果から受信困難地区を掲載。第３版以降では当該地区について、詳細調査を実施し精査の上、
対策計画が策定された地区を掲載。

（※３） 地上アナログ放送において自県の民放１波以下しか視聴できない地区で日常的に区域外波を視聴している地区



○都道府県別の新たな難視地区

「地上デジタル放送難視地区対策計画（第４版）」の概要③

都道府県
新たな難視
地区数

世帯数 都道府県
新たな難視
地区数

世帯数

北海道 １，４３３ １５，２８７ 滋賀県 ９７ ２，３６７

青森県 １７４ ３ ３１７ 京都府 １９３ ４ ０５５青森県 １７４ ３，３１７ 京都府 １９３ ４，０５５

岩手県 ７４０ １１，６０１ 大阪府 ６２ １，３９０

宮城県 ７３８ ９，８３９ 兵庫県 ３８７ ９，８０９

秋田県 ２２５ ３，１２６ 奈良県 ６９ １，５２９

山形県 １３６ １ ５８７ 和歌山県 ２０５ ５ ３５７山形県 １３６ １，５８７ 和歌山県 ２０５ ５，３５７

福島県 ９９９ １３，５７０ 鳥取県 ４８ ２７５

茨城県 ３４７ １１，２６９ 島根県 ３８９ ３，０６４

栃木県 ６１８ ３３，５１５ 岡山県 ４２４ ５，１９２

群馬県 広島県群馬県 １９５ ２，４４４ 広島県 ７４５ ９，４６４

埼玉県 １７２ ４，５８５ 山口県 ４０２ ４，３２５

千葉県 ６６０ ３１，８４０ 香川県 ３６ ４６７

東京都 ３６ ２，６２１ 徳島県 ２９ ５９５

神奈川県 １６９ ２２，０４９ 愛媛県 １４８ １，９２２

山梨県 ３９ ２８７ 高知県 １２６ ９３０

新潟県 ２６５ ４，０３６ 福岡県 ３２１ ５，６３６

長野県 １２０ ２，００９ 佐賀県 ２５ ５０４長野県 ， 佐賀県

富山県 ４ ７３ 長崎県 ５１０ ８，４４４

石川県 ７ ７４ 熊本県 ８５８ １１，９９９

福井県 １６ １１６ 大分県 ２２３ １，７６３

岐阜県 １１８ ３ １４６ 宮崎県 ２３９ １ ８４６岐阜県 １１８ ３，１４６ 宮崎県 ２３９ １，８４６

愛知県 ８３ ２，３６２ 鹿児島県 ８５７ １３，１９７

三重県 １５ １７３ 沖縄県 ５５ １，８７９

静岡県 ３１７ １４，３８３ 合計 １４，０７４地区 ２８９，３１８世帯



「地上デジタル放送難視地区対策計画（第４版）」の概要④

○地区別対策計画（中継局）の例

新たな難視地区に対する対策計画（地区別）

範囲図

新潟県上越市中郷区松崎

都道府県名   管理番号

新潟県 1503019

自治体コード 住　　所

15222

地上デジタル放送の受信状況

受信局所名

地上デジタル放送の受信状況

新潟テレビ２１

新井

×低電界

テレビ新潟放送
網

新井

×低電界

新潟総合テレビ

新井

×低電界

新潟放送

新井

×低電界

NHK教育

新井

×低電界

NHK総合

新井

×低電界

受信状況の内訳

○ :良好に受信可能

×低電界 :低電界により受信困難

対策計画

テレビ新潟放送

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図25000（地図画像）を複製したものである。（承認番号　平21業複、第72号）

対策手法

難視世帯数

対策年度

対策済み世帯数

未対策世帯数

0

138

2009

0

138

新潟テレビ２１

補間波・中継局
の新設

138

2009

テレビ新潟放送
網

補間波・中継局
の新設

138

138

新潟総合テレビ

補間波・中継局
の新設

138

2009

0

138

0

138

新潟放送

補間波・中継局
の新設

138

2009

0

2009

0

138

NHK教育

補間波・中継局
の新設

138

2009

NHK総合

補間波・中継局
の新設

138

長 製
枠内：難視範囲
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